次世代育成支援対策施設整備事業（国庫補助事業）の概要


１　対象事業　
徳島県内に主たる事務所を置く社会福祉法人、日本赤十字社、特定非営利活動法人のいずれかが設置する障がい福祉サービス事業所や障害児支援施設について、改修等の施設整備を行う事業に対して補助を行うもの。
２　対象施設　
障害児入所施設、児童発達支援センター、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所、居宅訪問型児童発達支援事業所、保育所等訪問支援事業所、障害児相談支援事業所
３　整備区分　
・新設（創設）
・改造（改築）
・修理（※大規模修繕等）
　※令和5年8月22日こ成事第426号こども家庭庁成育局長通知「次世代育成支援対策施設整備交付金における大規模修繕等の取扱いについて」の１対象事業のうち区分（８）とする。
４　対象経費　
障害児支援施設等の新設、改造、修理事業等に必要な経費
（1） 工費費
（2） 工事事務費（設計管理費）（工事費の２．６％を上限とする。）
※土地の造成費、外構工事、備品整備に係る経費等は補助対象外
５　補助基準額　
別紙の「補助基準単価」のとおり（令和９年度単価は国から示されていないため、令和８年度単価を参考掲載。）
６　補助率　
国１／２、県１／４、事業者負担１／４
７　スケジュール（見込み）
【令和９年１月下旬～2月上旬】国庫補助協議　（県→国）
【令和９年4月上旬】国庫補助内示（国→県）、補助内示（県→事業所）
【令和９年７月末頃】補助金交付申請（事業者→県、県→国）、
　　　　　　　　　　　　交付決定（国→県、県→事業者）、事業着手

